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平成２６年１０月９日判決言渡  

平成２５年（行ケ）第１０３２３号 審決取消請求事件 

口頭弁論終結日 平成２６年９月２５日 

判 決 

 

 

原 告 ナ ン テ ロ ， イ ン ク ． 

 

訴 訟 代 理 人 弁 理 士 廣 江 武 典 

同 西 尾  務 

同 服 部 素 明 

同 橋 本  哲 

同 谷 口 直 也 

同 廣 江 政 典 

同 隅 田 俊 隆 

同 吉 田 哲 基 

同 中 山 公 博 

 

被 告 特 許 庁 長 官 

  

指 定 代 理 人 豊 永 茂 弘 

同 瀬 良 聡 機 

同 内 山  進 

主 文 

１ 特許庁が不服２０１１－２１０２４号事件について平成２５年７月１６日に

した審決を取り消す。 
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２ 訴訟費用は被告の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

 主文と同旨 

第２ 事案の概要 

１ 特許庁における手続の経緯等（当事者間に争いがない。） 

  原告は，発明の名称を「電子製造プロセス内で使用するための塗布器液体」

とする発明について，平成１７年５月２６日に国際出願（特願２００７－５１

５３２２号（パリ条約による優先権主張 平成１６年６月３日）。以下「本

願」という。請求項の数は当初４６であったが，後に１７に補正された。）を

したが，平成２３年５月２６日付け（同月３１日発送）で拒絶査定を受けたの

で，同年９月２９日，これに対する不服の審判を請求した。 

  特許庁は，この審判を，不服２０１１－２１０２４号事件として審理した結

果，平成２５年７月１６日，「本件審判の請求は，成り立たない。」との審決

をし（併せて，出訴期間として９０日を附加した。），審決の謄本を，同年８

月５日，原告に送達した。 

  原告は，同年１１月３０日，上記審決の取消しを求めて本件訴えを提起した。 

２ 特許請求の範囲 

  本願の特許請求の範囲における請求項１の記載は次のとおりである（この請

求項に係る発明を，以下「本願発明」という。また，本願の明細書を，以下

「本願明細書」という。）。 

 【請求項１】 

 溶媒と複数のナノチューブとを含んだ塗布器液体であって， 

 該塗布器液体は，ポリマーも界面活性剤も含んでおらず， 

 前記ナノチューブの濃度が１０ｍｇ／Ｌ以上であり， 

 複数の該ナノチューブは互いに分離されており，沈降あるいは凝集することな
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く，前記塗布器液体中に分散されて，少なくとも１週間は分離状態を維持でき，

その金属不純物レベルを約１×１０１８原子／ｃｍ３未満のレベルにまで低減さ

せており， 

  前記塗布器液体は約５００ｎｍ以上の粒子径を有した粒子を含有していない

ことを特徴とする塗布器液体。 

３ 審決の理由 

 別紙審決書写しのとおりであり，要するに，本願発明は，特開２００２－

２５５５２８号公報（甲１。以下「引用例１」という。）等の公知文献に記

載の発明及び本願優先権主張日前に周知の事項に基づいて当業者が容易に発

明をすることができたものであるから，特許法２９条２項の規定により特許

を受けることができず，本願は，その余の請求項に係る発明について検討す

るまでもなく拒絶すべきであるというものである。 

 審決が，上記結論を導くに当たり認定した，引用例１記載の発明（以下

「引用発明」という。）の内容，本願発明と引用発明との一致点及び相違点

は，次のとおりである。 

ア 引用発明の内容 

 「溶媒（比誘電率４６．６８のジメチルスルホキシドまたは比誘電率３９．

１のγ－ブチロラクトン）と複数のカーボンナノチューブとを含んだ『精

製された分散液ＩまたはＫ』であって， 

 該『精製された分散液ＩまたはＫ』は，ポリマーも界面活性剤も含んでお

らず， 

 複数の該カーボンナノチューブは互いに分離されており，沈降あるいは凝

集することなく，『精製された分散液ＩまたはＫ』中に分散されて，分離

状態を維持でき， 

  アーク放電法により作製されたカーボンナノチューブの不純物が除去さ

れている，『精製された分散液ＩまたはＫ』。」 
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イ 一致点 

 「溶媒と複数のナノチューブとを含んだ塗布器液体であって， 

 該塗布器液体は，ポリマーも界面活性剤も含んでおらず， 

 複数の該ナノチューブは互いに分離されており，沈降あるいは凝集するこ

となく，前記塗布器液体中に分散されて，長い時間分離状態を維持でき， 

  ナノチューブの不純物が除去されている，塗布器液体。」である点。 

ウ 相違点 

 相違点１ 

  本願発明では，「少なくとも１週間は分離状態を維持でき」るのに対

して，引用発明では，『精製されていない分散液ＩまたはＫ』の時間ｔ

０（１０００分以上）よりも長い時間分離状態を維持できるものの，上

記の特定がなされていない点。 

 相違点２ 

  本願発明では，「その金属不純物レベルを約１×１０１８原子／ｃｍ３

未満のレベルにまで低減させており，塗布器液体は約５００ｎｍ以上の

粒子径を有した粒子を含有していない」のに対して，引用発明では，カ

ーボンナノチューブの不純物が除去されているものの，上記の特定がな

されていない点。 

 相違点３ 

  本願発明では，「ナノチューブの濃度が１０ｍｇ／Ｌ以上であ」るの

に対して，引用発明では，カーボンナノチューブを含んでいるものの，

上記の特定がなされていない点。 

第３ 原告主張の取消事由 

  審決には，①相違点１についての判断の誤り（取消事由１），②相違点２に

ついての判断の誤り（取消事由２）及び③本願発明の顕著な効果の看過（取消

事由３）があり，これらは，いずれも審決の結論に影響するものであるから，
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審決は取消しを免れない。 

１ 取消事由１（相違点１についての判断の誤り） 

 審決は，引用発明において，精製された分散液中に凝集体が浮遊し始める

までの時間ｔ０が１０００分よりも長い時間であることと，本願発明におい

て，「塗布器液体中に分散されて，少なくとも１週間は分離状態を維持で

き」ることとは，「塗布器液体中に分散されて，長い時間分離状態を維持で

き」るという点で共通すると認定した。 

  しかしながら，引用例１には，精製後の塗布器液体を長い時間（少なくと

も１週間）放置した際の分離状態について何ら言及がないこと，引用発明の

「１０００分（約１６．６７時間）以上」と本願発明の「少なくとも１週

間」とを「長い時間」として一括りにすること自体が常識的ではないことか

らすると，審決の上記認定は失当である。 

 審決は，一般に，電気（電子）用途のカーボンナノチューブを溶媒中に分

散させ，１か月経過後にも良好な分散状態を維持することは，例えば特開２

００４－１６２２０３号公報（以下「甲４文献」という。）に記載があると

おり，本願優先権主張日前に普通に行われている事項であり，また，特開２

００３－１７６１１７号公報（以下「引用例２」という。）には，引用発明

の溶媒よりも低い比誘電率（分散能）をもつエタノール，アセトンを溶媒と

して用いたときに，酸化黒鉛の薄膜状粒子が溶媒中で分離状態を維持できる

時間が１０日以上であることが示されており，これらによれば，引用発明に

おいてカーボンナノチューブが溶媒中で分離状態を維持できる「時間ｔ０

（１０００分以上）よりも長い時間」は，１週間若しくは１週間よりも長く

なっているとみることができるから，引用例１には相違点１に係る本願発明

の構成が記載されているということができるとして，相違点１は実質的な相

違ではないと判断した。 

  しかしながら，審決の上記判断は，以下の点で誤りである。 
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ア 甲４文献記載の技術は，ポリマーをカーボンナノチューブに重合させる

ことを前提としており，塗布器液体にポリマーも界面活性剤も含んでいな

い本願発明や引用発明とは相容れない。また，本願発明や引用発明の電子

用途では，カーボンナノチューブ表面への高分子不純物（ポリマー又は界

面活性剤）の付着が，カーボンナノチューブ薄膜の電子特性を阻害するこ

とが問題となるのに対し，甲４文献記載の技術における電気用途では，そ

のような問題はないから，両者の用途は明確に区別される。 

  すなわち，引用発明と甲４文献に記載された事項との間に共通性はなく，

本願発明及び引用発明の電子用途において，ポリマーも界面活性剤も含ん

でいない塗布器液体にカーボンナノチューブを分散させ，１か月経過後に

も良好な分散状態を維持することは，普通に行われている事項ではない。 

イ 引用例２は，溶媒中の酸化黒鉛の薄膜状粒子を１０日以上かけて沈殿さ

せることにより，薄膜状粒子の大きな積層集合体を得ることを特徴とする

ものである。そして，同文献における「１０日以上沈降しない」は，多数

の分散した粒子が沈殿して積層集合体を形成するまでの時間であり，粒子

が溶媒中で互いに「分離状態を維持できる時間」を意味するものではない。

このことは，引用例２で定義された「分散液」が，溶媒中に粒子が一様に

分散した溶媒だけでなく，粒子が凝集して部分的に沈降した溶媒を含んで

いることからも裏付けられているが，このような沈降気味の粒子を含む分

散液は，一様なカーボンナノチューブ薄膜を形成することを阻害し，本願

発明及び引用発明のような高純度のカーボンナノチューブ薄膜を形成する

電子用途には適していない。 

  また，溶媒中の粒子の分離時間は粒子の形状によって大幅に異なるため，

たとえ，引用例２における酸化黒鉛の薄膜状粒子が分離状態を維持できる

時間が１０日以上であるとしても，その事実によって，引用発明における

カーボンナノチューブ分散液が１週間以上の分離状態を維持できるという
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結論に論理的に到達することはできない。 

２ 取消事由２（相違点２についての判断の誤り） 

 審決は，一般に，アーク放電法で作製されたカーボンナノチューブの不純

物の除去について，非晶質炭素，グラファイト等の微小な球状粒子や，金属

触媒とその炭化物を取り除くことは，例えば特開平８－１９８６１１号公報

（以下「甲５文献」という。）に記載があるとおり，本願優先権主張日前に

周知の事項であるから，引用発明に上記の周知の事項を適用することは，当

業者であれば容易に想起し得ることであり，その際，金属不純物の濃度のレ

ベル及び含有させない粒子の粒子径のレベルをどれくらいにするかは，適宜

決定する設計事項であるとして，相違点２に係る本願発明の構成とすること

は，当業者であれば容易になし得ると判断した。 

 しかしながら，審決の上記判断は，以下の点で誤りである。 

ア 甲５文献の未精製カーボンナノチューブは，金属触媒とその金属の炭化

物を不純物として含むことを前提としており，アーク放電法で作製したカ

ーボンナノチューブを対象としていない。これに対し，引用発明は，その

実施例において，アーク放電法で作製したカーボンナノチューブのみを実

質的に開示しており，不純物としての触媒粒子が混在することを避けるべ

く，金属触媒でカーボンナノチューブを作製することを意識的に除外して

いる。 

  そうすると，引用発明に甲５文献に記載された事項を採用することには

阻害事由がある。 

イ 本願発明では，金属不純物レベルを約１×１０１８原子／ｃｍ３未満のレ

ベルまで低減させ，塗布器液体が約５００ｎｍ以上の粒子径を有した粒子

を含有していないことが，ナノチューブの濃度が１０ｍｇ／Ｌ以上のナノ

チューブが少なくとも１週間は分離状態を維持できることに貢献しており，

これらの金属不純物の濃度及び粒子径の数値的要件は，技術的意義を有し
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ている。これに対し，引用例１及び甲５文献には，金属不純物の濃度のレ

ベル及び粒子径のレベルが具体的に開示されておらず，相違点２に係る本

願発明の構成を示唆する記載は存在しない。 

  したがって，当業者であっても，引用例１に開示された結果から，１週

間以上の分離状態を維持する分散液を作製すべく，相違点２に係る本願発

明の構成に想到することはできないのであり，これが単なる設計事項であ

るということはできない。 

３ 取消事由３（本願発明の顕著な効果の看過） 

 審決は，本願明細書には「ナノチューブの濃度が１０ｍｇ／Ｌ以上であ

り」，「金属不純物レベルを約１×１０１８原子／ｃｍ３未満のレベルにまで

低減させる」，及び「塗布器液体は約５００ｎｍ以上の粒子径を有した粒子

を含有していない」という数値限定された各構成要件を組み合わせることに

よる相乗効果についての具体的な記載があるとはいえないと判断した。 

 しかしながら，審決の上記判断は，以下のとおり誤りである。 

  すなわち，本願明細書の「例えば，ここで説明した所定のレベル未満まで，

金属および粒子状不純物レベルを低減するために前処理したナノチューブは，

様々な溶媒内で安定なナノチューブ分散を形成できることが意外にも発見さ

れている。」（【００４１】）との記載によれば，本願発明の塗布器液体は，

「金属不純物レベルを約１×１０１８原子／ｃｍ３未満のレベルにまで低減さ

せる」及び「塗布器液体は約５００ｎｍ以上の粒子径を有した粒子を含有し

ていない」という数値限定を組み合わせた結果として，商業的に意義あるレ

ベルを満たす「ナノチューブの濃度が１０ｍｇ／Ｌ以上であり」，かつ，長

期間の分散が求められる産業環境で使用可能であるように「少なくとも１週

間は分離状態を維持でき」ることを特徴とする。すなわち，本願発明におけ

る数値限定された各構成要件及びこれらの組合せには技術的意義があり，こ

れらは互いに連関している。 
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  そして，本願発明の塗布器液体は，高純度のカーボンナノチューブ薄膜が

求められる電子製造プロセスにおいて，ナノチューブ分散液が数日間，数週

間，さらに数か月間安定であることを必要とする産業環境で使用可能である

という，従来にない顕著な効果を奏するものである。 

第４ 被告の反論 

１ 取消事由１について 

  引用例１には，炭素微粒子が擬一次元形状をしている場合の凝集のしやすさ

の問題と該炭素微粒子の密度の低さによる成膜性の問題が記載されているから，

精製後の塗布液にも精製前の分散液と同レベルの特性が得られていることが前

提である。また，ｔ０が１０００分以上との記載は，ｔ０が０～３分である分

散液と区別する関係上，１０００分という区切りのよい下限を設けただけで，

当業者がその記載に接すれば，１０００分を超えたときに凝集体が浮遊し始め

るなどとは理解せず，分散液を各種用途に使用可能な程度に分散が継続すると

理解するのは当然である。 

  一方，本願発明の「少なくとも１週間は分離状態を維持でき」るという特定

は，本願明細書の「現在では，ナノチューブは，少なくとも１時間，または少

なくとも２４時間，またはさらに少なくとも１週間，実質的な沈殿，凝集また

は他の巨視的相互作用なしで，溶媒媒体内に分散されたまま留まることが望ま

しい。」（【００２０】）との記載を根拠とするものであり，少なくとも１週

間以上の分離状態を維持するための解決手段は何ら示されていないことに照ら

せば，本願発明において，１週間という下限には，より好ましい範囲としての

意味以上のものはない。 

  そうすると，審決による，本願発明と引用発明とが「塗布器液体中に分散さ

れて，長い時間分離状態を維持でき」るという点で共通するとの一致点の認定

が失当であるとはいえず，相違点１が実質的な相違ではないとの審決の判断に

誤りはない。 
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２ 取消事由２について 

 引用例１には，アーク放電法で作製したカーボンナノチューブの分散液を

精製し，皮膜形成に用いることが示されている。一方，アーク放電法でカー

ボンナノチューブを作製する場合も金属触媒を用いて行うのであって，甲５

文献の実施例においても，アーク放電法により作製したカーボンナノチュー

ブから，作製時に使用した金属触媒とカーボンナノチューブ以外の炭素物質

等の不純物を遠心分離等で除去することが記載されており，このことは技術

常識である。 

  よって，引用発明に甲５文献に記載された事項を適用することに，原告の

主張する阻害事由はない。 

 金属不純物レベルについての約１×１０１８原子／ｃｍ３未満という上限は，

例えば半導体デバイス自体の用途では金属不純物濃度として１０１０～１０９

原子／ｃｍ３のレベルが求められるように，電子製造プロセスに利用するた

めの金属不純物の上限としては当然満たしていなければならないものであり，

また，「塗布器液体は約５００ｎｍ以上の粒子径を有した粒子を含有してい

ない」という特定は，引用例１においてほぼ球状の微粒子とされるポリナノ

ヘドロンの大きさが数ないし数十ｎｍであることから，単に炭素微粒子を除

去すれば当然満たされなければならない条件を示したものである。 

  また，本願明細書では，金属不純物の濃度レベルは，電子素子の性能との

関係で，製造されたナノチューブがその観点から使用できることを記載して

いるのみであり，粒子状不純物の粒子径は，半導体業界の標準化されたレベ

ルに基づいて規定されたことが示されているのみである。ナノチューブの濃

度及び分離状態の維持期間についても，電子業界内の実際の用途に役立つと

いう程度で特定されたものである。 

  実際に，ナノチューブの濃度を高め，不純物濃度を下げたのは精製を行っ

たからであって，分離状態の維持期間については検証すらされていない。 
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  したがって，パラメータ間の相関関係や貢献をいう原告の主張には何ら理

由はなく，相違点２の数値限定は，当業者が周知技術を基に適宜設計できた

ものである。 

３ 取消事由３について 

  本願発明における金属不純物の濃度レベル，粒子状不純物の粒子径及びナノ

チューブの濃度が，当業者であれば適宜設定する設計事項であることは，前記

２のとおりであり，これによって得られる効果は当業者の予測の範囲内にすぎ

ない。 

第５ 当裁判所の判断 

当裁判所は，審決には相違点１についての判断に誤りがあり（取消事由１），

この誤りは審決の結論に影響するものであるから，他の取消事由について判断

するまでもなく，審決は取消しを免れないと判断する。その理由は以下のとお

りである。 

１ 公知文献の記載内容について 

  原告は，審決が，本願発明と引用発明とはカーボンナノチューブを分散させ

た分散液について長い時間分離状態を維持できる点で共通すると認定したのは

誤りであり，甲４文献に記載された事項は引用発明には妥当せず，また，引用

例２の記載から引用発明の分散液が１週間以上の分離状態を維持できるという

ことはできないから，相違点１が実質的な相違ではないとの審決の判断は誤り

であると主張する（前記第３の１）。 

  そこで，引用例１，引用例２及び甲４文献の各記載内容を検討する。 

 引用例１について 

  引用例１（甲１）には，次の記載がある。 

「【０００３】…スピント型エミッタの問題を解決するための新しいエミッタ

材料として，カーボンファイバー，カーボンナノチューブおよびグラファイ

トナノファイバーのように炭素六員環構造，すなわちグラファイト構造を含
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む炭素微粒子が注目されている…。これらの炭素微粒子は一方向に長い擬一

次元形状をしており，電界放出の際にその端部に電界集中するため電子放出

が容易に起こる。また，化学的に安定で，機械的にも強靭であることが，従

来のスピント型の問題点を解決するエミッタ材料として，有望視されてい

る。」 

「【０００５】また，上述の炭素微粒子の懸濁液を作製する場合，有機溶媒が

一般的に使用され，その一例としてエーテル，ベンゼン，酢酸エチル，クロ

ロホルム，イソプロピルアルコール，エタノール，アセトン，トルエン

（…），ジエチルエーテル（…）の使用が有効であることが開示されている。

… 

 【０００６】 

 【発明が解決しようとする課題】…炭素微粒子の懸濁液を作製する場合，上

記の有機溶媒を使用しても炭素微粒子を充分分散できないという問題があっ

た。炭素微粒子が擬一次元形状をしているために，微粒子間で互いに絡み易

く，凝集し易いという理由からである。その現象の一例を挙げると，超音波

を微粒子と溶媒の混合液に照射しても全く分散しなかったり，超音波を照射

している間は分散できても照射を終えると直ちに凝集が始まったり，微粒子

の濃度が薄い場合では分散できても高い濃度の場合ではいくら分散を試みて

も凝集体が残ってしまう，などである。…」 

「【００１１】本発明は，上記の課題を解決するためになされたものであって，

その目的は，凝集し易いカーボンナノチューブやグラファイトナノファイバ

ーなどのように擬一次元形状を有する微粒子を均一に分散した分散液および

その製造方法，効率の良い微粒子の精製方法，…を提供することである。… 

 【００１２】 

 【課題を解決するための手段】上記目的を達するため，請求項１の発明の微

粒子分散液は，双極性非プロトン溶剤を少なくとも含んだ有機溶剤に形状に
（ マ マ ）
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微粒子を分散したことを特徴とするものであり，双極性非プロトン溶剤を少

なくとも含んだ有機溶剤に分散することにより，従来例の有機溶剤では凝集

し易かった微粒子でも均一に分散できる。」 

「【００４７】 

 【発明の実施の形態】… 

 【００４８】（実施の形態１）アーク放電法で作製した単層カーボンナノチ

ューブを２０～５０％含む黒色固形物：２００ｍｇを試薬瓶に入れた各種有

機溶剤（１００ｍｌ）に混合し，周波数：４５ｋＨｚの超音波を３０分間照

射して，分散液の作製を試みた。但し，ここで使用したカーボンナノチュー

ブの形状は，直径：数ｎｍ，長さ：０．１μｍ～１０μｍである。そして，

分散の良さの度合を評価するために，超音波照射終了後から液中に凝集体が

浮遊し始める迄の時間ｔ０を調べた。その結果を，使用した溶液の双極子モ

ーメントと比誘電率の値と併せて（表１）に示す。 

 【００４９】 

 【表１】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                               」 

「【００５３】（表１）より，ナノチューブを含む微粒子を溶液中に均一分散
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する上で分かることは，（１）誘電率の大きい溶液ほど分散に優れる，

（２）プロトン（Ｈ＋）供与性の溶剤（エチルアルコール，メチルアルコー

ルなどのアルコール類）の場合は誘電率が大きくても分散は余り良くない，

（３）非プロトン性の溶剤（（表１）に於てアセトン～γ－ブチロラクトン

間の溶剤）の使用が好ましいが，特に双極子モーメントの大きい双極性非プ

ロトン溶剤の使用が特に好ましい，ということである。… 

 【００５４】次に比較のために，カーボンナノチューブを含まない，フラー

レンやポリナノヘドロンからなる黒色固形物を使って，上記と同様の実験を

行った。結果を（表２）（判決注・省略）に示す。」 

「【００５６】（表２）の結果より，ほぼ球状の等方的形状を有するフラーレ

ンやポリナノヘドロンの場合は，プロトン性溶媒，非プロトン性溶媒に関わ

りなく，溶剤の誘電率が大きければ均一に分散できることが判明した。（表

１）との差は，微粒子形状にあると思われる。つまり，球状の等方的形状で

あれば，互いに絡み難く，凝集しにくいためと思われる。…」 

「【００６５】（実施の形態３）実施の形態２（判決注・「実施の形態１」の

誤記と解される。）で作製した分散液Ａ～Ｋを使って，カーボンナノチュー

ブの精製を行った。精製手順の一例である手順ａを以下に示す。 

 【００６６】（手順ａ１）分散液を５０００ｒｐｍ，５～３０分間遠心分離

する 

 （手順ａ２）遠心分離後の上澄み液を１２０００ｒｐｍ～１５０００ｒｐｍ，

５～３０分間遠心分離する 

 （手順ａ３）遠心分離後の上澄み液を除去し，沈殿物を集める 

 各分散液に於いて，精製処理後のカーボンナノチューブの含有率を電子顕微

鏡（ＳＥＭ）を使って調べた。…」 

「【００７５】（実施の形態５）…以下に，図１（判決注・省略）を参照しな

がら，電子放出素子１００や電界放出型面発光装置１０００の構成や製造方
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法を説明する。」 

「【００７７】次に，実施の形態１で作製した分散液Ｇを，実施の形態３と同

様に手順ａに従って精製し，第１の導電性電極１０２上に滴下した。…次に，

分散液塗布後，空気中または減圧下で有機溶剤を揮発，乾燥した。…続いて，

溶剤の沸点以上（…）でガラス基板１０１を加熱し，余分な溶剤を乾燥した。

このようにしてカーボンナノチューブを主成分とする微粒子皮膜１０３を形

成した。」 

「【００８４】（実施の形態６）実施の形態１にて作製した分散液Ｈ～Ｋにつ

いて，実施の形態５と同様に電界放出型面発光装置１０００を構成したとこ

ろ，実施の形態５と同様に低動作電圧，高動作電流，低電流変動，均一な輝

度分布を確認できた。」 

 引用例２について 

  引用例２（甲２）には，次の記載がある。 

「【請求項１】 黒鉛を酸化して得られ，厚さが０．４ｎｍ～１０ｎｍ，平面

方向の大きさが２０ｎｍ以上であり，比誘電率が１５以上の液体に親液性が

ある炭素からなる骨格を持つ薄膜状粒子が，複数個で積層かつ互いに結合し

て形成される，液体中に孤立して存在することが可能な，厚さが１０ｎｍ以

上，平面方向の大きさが１００ｎｍ以上の積層集合体。 

 【請求項２】 薄膜状粒子を多数含む分散液を静置して，薄膜状粒子を沈降，

互いに結合させることで自発的に集合体を形成させる，請求項１に記載の積

層集合体の合成方法。」 

「【０００６】 

 【発明の実施の形態】本発明に用いる酸化黒鉛の薄膜状粒子には，…不純物

が少なく，層構造が発達した結晶性の高い黒鉛を原料として，化学的または

電気化学的な酸化を行い，さらに小さなイオンなどをできるだけ除去して，

層の分離を進めたものを用いる。 
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 【０００７】薄膜状粒子の大きさは，厚さが０．４ｎｍ～１０ｎｍ，望まし

くは０．４ｎｍ～５ｎｍであり，平面方向の大きさが２０ｎｍ以上，望まし

くは２００ｎｍ以上，さらに望ましくは１μｍ以上である。 

 【０００８】薄膜状粒子の合成が終了した段階において，薄膜状粒子の形態

は水を分散媒とする分散液である。この分散液の分散媒を，水から，水以外

のメタノール，エタノール，アセトン，２－ブタノンなどの比誘電率で約１

５以上の高極性の液体に交換することが可能である。… 

 【００１１】本発明では，この沈降気味の分散液を静置して薄膜状粒子を沈

降させ，複数の薄膜状粒子の間に結合を生じさせることで，薄膜状粒子の積

層集合体を合成する。… 

 【００１２】薄膜状粒子の分散液を静置する期間は，重力のみで沈降させる

なら１０日以上，望ましくは３０日以上となる。また，遠心力で沈降させる

なら，その後の放置はより短い期間でもよい。ただし，沈降が速すぎると，

複数の粒子が沈降するまでに互いに接触するなどの影響で，きれいな積層が

困難となって，乱れ気味の集合体となる。」 

 甲４文献について 

  甲４文献（甲４）には，【請求項１】として，「アゾ基又は／及びペルオ

キシ基を有するポリマーがラジカル分解され，該ラジカル分解したポリマー

がカーボンナノ繊維のグラフェンシート表面に結合してなる変性カーボンナ

ノ繊維。」と記載され，当該カーボンナノ繊維がカーボンナノチューブを含

むこと（【０００２】），実施例において上記変性カーボンナノ繊維をトル

エン中に分散させたところ，１か月経過後にも良好な分散状態を保持してい

たこと（【００４２】，【００４９】），上記変性カーボンナノ繊維は，

種々の溶媒中において，良好な分散性を安定して維持することができること

（【００５８】）が，記載されている。 

２ 相違点１についての検討 



 17 

 前記１ のとおり，引用例１の【発明の実施の形態】には，アーク放電法

で作製した単層カーボンナノチューブを各種有機溶剤に混合し，所定の周波

数の超音波を照射して，分散液Ｉ（有機溶剤がジメチルスルホキシドである

もの）及びＫ（有機溶剤がγ－ブチロラクトンであるもの）を含む精製前の

分散液を作製したこと（【００４８】，【００４９】），これらの分散液に

ついて，分散の良さの度合（分散性）を評価するために，超音波照射終了後

から液中に凝集体が浮遊し始めるまでの時間ｔ０（分）を調べたところ，分

散液Ｉ及びＫについては，いずれも１０００分以上であったこと（【００４

８】，【００４９】），分散液Ｉ及びＫを精製し，導電性電極上に塗布して

カーボンナノチューブを主成分とする微粒子皮膜を形成したこと（【００６

５】，【００６６】，【００７５】，【００７７】，【００８４】）が記載

されている。 

  そして，ここにｔ０が「１０００分以上」であったとは，分散液の観察を

１０００分まで行った結果，少なくとも１０００分は液中に凝集体が浮遊し

始めることがなかったことを意味するものであることは，当業者にとって明

らかである。 

  しかるに，引用例１には，上記の精製前の分散液Ｉ及びＫを精製したもの，

すなわち，「精製された分散液ＩまたはＫ」については，ｔ０の測定結果が

示されておらず，これが具体的にどの程度であるのかについて何ら記載がな

い。また，分散液を精製してカーボンナノチューブに含まれる不純物を除去

することにより，精製前の分散液と同等又はそれ以上の分散性が得られるこ

とが，本願優先権主張日前に知られていたと認めるに足りる証拠はないから，

精製前の分散液Ｉ及びＫのｔ０が１０００分以上であったとしても，「精製

された分散液ＩまたはＫ」のｔ０も１０００分以上であるということはでき

ない。 

  さらに，「精製された分散液ＩまたはＫ」のｔ０が少なくとも１０００分
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であると仮定したとしても，そのｔ０が，その１０倍を超える時間である少

なくとも１週間であるかどうか，すなわち，分散液中のカーボンナノチュー

ブが，「少なくとも１週間は分離状態を維持でき」るかどうかについて，引

用例１には何ら記載や示唆がない。 

 引用例２には，酸化黒鉛の薄膜状粒子を，メタノール，

エタノール，アセトンなどの高極性の液体に分散させ，この分散液を静置し

て，薄膜状粒子を沈降させ，互いに結合させることで，自発的に集合体を形

成させること（【請求項１】，【請求項２】，【０００６】ないし【０００

８】，【００１１】），薄膜状粒子の分散液を静置する期間は，沈降が速す

ぎると，複数の粒子が沈降するまでに互いに接触するなどの影響で，きれい

な積層が困難となり，乱れ気味の集合体となるため，重力のみで沈降させる

なら１０日以上，望ましくは３０日以上とすること（【００１２】）が記載

されている。 

  そうすると，引用例２には，薄膜状粒子を分散させた分散液を静置し，薄

膜状粒子を重力のみで沈降させて集合体を形成する場合には，きれいな積層

とするために，薄膜状粒子を１０日以上（望ましくは３０日以上）かけてゆ

っくりと沈降させることが記載されているにすぎず，複数の薄膜状粒子が互

いに分離されており，沈降あるいは凝集することなく，分散液中に分散され

て，少なくとも１０日（又は３０日）は分離状態を維持できることが記載さ

れているわけではない。すなわち，引用例２に記載されているのは，薄膜状

粒子を所定の時間をかけてゆっくりと沈降させるということだけであり，そ

の所定の時間が経過する前であっても，薄膜状粒子の一部が，既に沈降した

り，凝集したりしていることは，当業者であれば容易に理解することができ

るというべきである。 

  そして，薄膜状粒子を分散させた分散液を静置して，薄膜状粒子を所定の

時間かけて沈降させるということと，複数の薄膜状粒子が互いに分離されて
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おり，沈降あるいは凝集することなく，分散液中に分散されて，所定の時間

は分離状態を維持できるということとは，異なる概念である。したがって，

両者を同一視することはできない。 

  以上のとおり，引用例２の記載は，複数の薄膜状粒子が互いに分離されて

おり，沈降あるいは凝集することなく，分散液中に分散されて，少なくとも

１０日（又は３０日）は分離状態を維持できることを示すものとはいえない。

したがって，このような引用例２の記載をもって，引用発明における分散液

中のカーボンナノチューブが，「少なくとも１週間は分離状態を維持でき」

るということはできない。 

 また，仮に，引用例２の記載をもって，複数の薄膜状粒子が互いに分離さ

れており，沈降あるいは凝集することなく，分散液中に分散されて，少なく

とも１０日（又は３０日）は分離状態を維持できることを示すものと解する

ことができたとしても，それによって，引用発明における分散液中のカーボ

ンナノチューブが，「少なくとも１週間は分離状態を維持でき」ると理解す

ることができるものではない。 

  すなわち，引用例１には，カーボンナノチューブ等の炭素微粒子は，一方

向に長い擬一次元形状をしているために，互いに絡み易く，凝集し易いため，

このような炭素微粒子を溶媒に分散して懸濁液を作製する場合，一般的に使

用されている有機溶媒を使用しても，炭素微粒子を十分に分散できないこと

（【０００３】，【０００５】，【０００６】），カーボンナノチューブ等

の擬一次元形状を有する炭素微粒子を分散する溶剤については，比誘電率の

大きい溶液ほど分散に優れるが，プロトン性溶媒よりも双極子モーメントの

大きい双極性非プロトン溶剤（アセトン，ジメチルスルホキシド，γ－ブチ

ロラクトン等）の使用が好ましいこと（【００５３】），一方，フラーレン

やポリナノヘドロン等のほぼ球状の等方的形状を有する炭素微粒子は，互い

に絡み難く，凝集しにくいため，プロトン性溶媒，非プロトン性溶媒に関わ
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りなく，溶剤の比誘電率が大きければ均一に分散できること（【００５

６】）が記載されている。 

  以上の引用例１の記載によれば，有機溶媒に微粒子を分散させる場合，微

粒子の形状により，その分散性が異なり，カーボンナノチューブ等の擬一次

元形状を有するものは，互いに絡み易く，凝集し易いため，ほぼ球状の等方

的形状を有するものよりも，分散性が劣ることは，技術常識であるというこ

とができる。 

  このような技術常識に照らせば，引用例２によって，複数の薄膜状粒子が

互いに分離されており，沈降あるいは凝集することなく，分散液中に分散さ

れて，少なくとも１０日（又は３０日）は分離状態を維持できることが知ら

れていたと仮定しても，この薄膜状粒子は，擬一次元形状を有するカーボン

ナノチューブとはその形状が大きく異なるから，その分散性も大きく異なる

と理解することができる。そして，むしろ薄膜状粒子のほうが，擬一次元形

状を有するカーボンナノチューブよりも，分散性が優れていることが予想さ

れるから，このような引用例２を参照しても，引用発明における複数のカー

ボンナノチューブが，「少なくとも１週間は分離状態を維持でき」ると結論

付けることはできない。このことは，引用例２において使用される有機溶媒

（メタノール，エタノール，アセトン等）の比誘電率が，引用発明において

使用される有機溶媒（ジメチルスルホキシド，γ－ブチロラクトン）の比誘

電率よりも低い（引用例１の表１）ために，使用される有機溶媒の点からは，

引用例２のほうが分散性が劣る（引用例１【００５３】）としても，変わる

ものではない。 

 甲４文献には，ラジカル分解したポリマーがカーボン

ナノ繊維に結合してなる変性カーボンナノ繊維の発明が記載され，このよう

な変性カーボンナノ繊維は，種々の溶媒中において，良好な分散性を安定し

て維持できること，当該変性カーボンナノ繊維をトルエン中に分散させたと
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ころ，１か月経過後にも良好な分散状態を保持していたことが記載されてい

る。 

  しかし，上記の変性カーボンナノ繊維は，ポリマーを利用することにより

良好な分散性を維持するものであり，ポリマーも界面活性剤も含まない引用

発明とは異なるものである。よって，このような甲４文献を参照しても，引

用発明における複数のカーボンナノチューブが，「少なくとも１週間は分離

状態を維持でき」るということはできない。 

 以上に加え，引用発明における分散液中のカーボンナノチューブが，「少

なくとも１週間は分離状態を維持でき」ると認めるに足りる証拠は他に見当

たらないことに照らすと，引用発明における分散液中のカーボンナノチュー

ブが，「少なくとも１週間は分離状態を維持でき」るかどうかは，明らかで

はないといわざるを得ない。 

  そうすると，本願発明と引用発明との間の相違点１について，実質的には

相違はないということはできないから，これを実質的な相違点ではないとし

た審決の判断は，誤りである。 

３ 被告の主張について 

 被告は，炭素微粒子の形状に起因する凝集のしやすさの問題やその密度の

低さによる成膜性の問題についての引用例１の記載に照らせば，精製後の塗

布液にも精製前の分散液と同レベルの特性が得られていることが前提である

と主張する（前記第４の１）。 

  しかしながら，被告の指摘する引用例１の記載からは，精製後の塗布液に

一定程度の分散性が必要であることが理解されるにとどまり，これによって，

精製後の塗布液の分散性と精製前の塗布液の分散性との関係は明らかではな

い。よって，精製後の塗布液にも精製前の塗布液と同程度の分散性があるこ

とが裏付けられるとはいえない。 

 被告は，当業者がｔ０が１０００分以上との記載に接すれば，分散液を各
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種用途に使用可能な程度に分散が継続すると理解するのは当然であり，本願

発明において，１週間という下限には，より好ましい範囲としての意味以上

の技術的意義はない，として，審決による，本願発明と引用発明とが「塗布

器液体中に分散されて，長い時間分離状態を維持でき」るという点で共通す

るとの認定や相違点１が実質的な相違ではないとの判断に，誤りはないと主

張する（前記第４の１）。 

  しかしながら，これらの被告の主張を踏まえても，引用例１における「１

０００分以上」という記載から，引用発明における分散液中のカーボンナノ

チューブが「少なくとも１週間は分離状態を維持でき」ると結論付けること

を相当とすべき事情があるということはできない。 

 よって，被告の上記主張はいずれも採用することができない。 

４ 結論 

  以上によれば，審決には相違点１の判断に誤りがあり（取消事由１），この

誤りは審決の結論に影響するものであるから，他の取消事由について判断する

までもなく，審決は取消しを免れない。 

  よって，原告の請求は理由があるからこれを認容することとし，主文のとお

り判決する。 

 

    知的財産高等裁判所第３部 
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